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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

主要な連結子会社の名称

全研ケア株式会社

主要な非連結子会社の名称

Linguage Inc.

一般財団法人海外留学推進協会

ZENKEN INDIA LLP

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

（２）持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

Linguage Inc.

一般財団法人海外留学推進協会

ZENKEN INDIA LLP

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外しております。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（４）会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式及び関係会社出資金

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

ａ 商品

移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ｂ 仕掛品

個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。
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当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．マーケティング事業

マーケティング事業においては、主にWEBマーケティング事業を行っております。

WEBマーケティング事業においては、主に集客メディア（ポータルメディア等のコンテンツ）の制作・運用を

履行義務として識別しております。

制作に係る履行義務は、当社が制作した集客メディア（ポータルメディア等のコンテンツ）を顧客が検収す

ることにより充足されるため、当該一時点において収益を認識しております。運用に係る履行義務は、顧客と

の契約に基づくサービス提供期間にわたって充足されるため、当該期間にわたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

ロ．海外人材事業

人材事業においては、海外IT人材事業、海外介護人材事業、メディア事業、教育事業を行っております。

海外IT人材事業においては、日本企業への海外IT人材の紹介や日本語教育等の提供を履行義務として識別し

ております。

人材紹介に係る履行義務は、紹介した学生等の入社等により充足されるため、当該一時点において収益を認

識しております。日本語教育等においては、日本語教育等の受講期間にわたって充足されるため、当該期間に

わたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

海外介護人材事業においては、日本の介護施設等への海外介護人材の紹介や日本語教育等の提供を履行義務

として識別しております。

人材紹介に係る履行義務は、紹介した学生等の入社等により充足されるため、当該一時点において収益を認

識しております。日本語教育等においては、日本語教育等の受講期間にわたって充足されるため、当該期間に

わたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

メディア事業においては、主に美容業界に特化した求人を紹介する「美プロ」などの当社運営メディアへの

顧客の求人情報等の掲載を履行義務として識別しております。

メディア掲載に係る履行義務は、顧客の求人情報等の掲載期間にわたって履行義務が充足されるため、当該

掲載期間にわたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

教育事業においては、法人向け語学研修事業、中学高校向けオンライン英会話事業、留学斡旋事業、日本語

教育事業を行っております。
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法人向け語学研修事業、中学高校向けオンライン英会話事業においては、研修の実施等を履行義務として識

別しております。

当該履行義務は、顧客の研修の受講により充足されるため、当該一時点において収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

留学斡旋事業においては、留学手続きの代行及び留学中のサポート等を履行義務として識別しております。

留学手続きの代行に係る履行義務は、顧客が出国することにより充足されるため、当該一時点において収益

を認識しております。留学中のサポートに係る履行義務は、顧客との契約に基づくサポート期間にわたって充

足されるため、当該期間にわたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

日本語学校における日本語教育事業においては、授業の実施等を履行義務として識別しております。

当該履行義務は、学生等に対する日本語教育等の受講期間にわたって充足されるため、当該期間にわたり収

益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでお

りません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

不動産賃貸事業に係る収益については、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 2007年３月30

日)に基づき収益を認識しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
（１）非上場株式の評価

①当連結会計年度の計算書類に計上した金額

(千円)

当連結会計年度

投資有価証券
（関係会社株式を除く非上場株式）

980,498

投資有価証券評価損 81,876

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

株価の決定が困難な非上場株式への投資は、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低

下したときに、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、評価損を計上しております。実質

価額は通常、１株当たりの純資産額に所有株式数を乗じた金額として算定しておりますが、投資先の超過収益力

を反映して１株当たり純資産額に比べて相当程度高い価額で取得し超過収益力が期末日まで毀損していないと認

められる非上場株式は、超過収益力を反映して株式の実質価額を算定しております。

なお、投資時に認識した超過収益力の毀損の有無については、投資時及び直近の事業計画の達成状況等を総合

的に勘案して判断しております。当該投資先の超過収益力等を含む実質価額が著しく下落した場合には翌連結会

計年度において評価損を計上する可能性があります。

（２）固定資産の減損

①当連結会計年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産及び無形固定資産 8,003,218千円

本計上額の内訳として、連続で営業赤字を計上し、減損の兆候を識別した連結子会社に関し、当連結会計年

度において減損損失をを計上しておりませんが、翌連結会計年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスク鑑みて

開示項目としております。

減損の兆候を識別した連結子会社

有形固定資産及び無形固定資産 149,014千円

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

イ．算出方法

有形固定資産及び無形固定資産に関する減損の兆候の判定を行い、減損の兆候が存在する場合には、回収可

能価額を見積り、減損損失の認識の判定を行っております。

当会計年度において、有形固定資産及び無形固定資産に関し減損の兆候ありと認識した連結子会社に関して、

該当資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていることから、

減損損失の認識しておりません。

ロ．主要な仮定

予算を補正した計画値に基づき、資産グループの継続的使用によって生じる割引前将来キャッシュ・フロー

を見積もっております。当該計画値は、業績が堅調に推移するとの前提を置いて策定されております。

ハ．翌連結会計年度の計算書類に与える影響

物価高騰や感染症等蔓延の要因により、想定外の業績落込み等が発生し、割引前将来キャッシュ・フローの

見積値に対し実績が乖離した場合には、翌連結会計年度において、減損損失が発生する可能性があります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

建物 636,762千円

土地 2,865,774 〃

計 3,502,537千円

（２）担保資産に対応する債務

１年以内返済予定の長期借入金 148,488千円

長期借入金 405,560 〃

計 554,048千円

４．連結損益計算書に関する注記

（１）投資有価証券売却益

当社が保有する投資有価証券のうち国内株式３銘柄を売却したことによるものです。

（２）投資有価証券評価損

当社が保有する「投資有価証券」に区分される有価証券のうち実質価格が著しく下落したものについて、減損

処理を実施しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 12,227,200 65,600 － 12,292,800

（注）発行済株式数の増加は、新株予約権の行使による増加65,600株です。

（２）配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年８月25日
取締役会

普通株式 244,544 20.00 2023年６月30日 2023年９月11日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年８月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 206,087 17.00 2024年６月30日 2024年９月11日

（３）当連結会計年度の末日における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数

該当事項はありません。

（４）当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数

普通株式 520,800 株
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６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、利用しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当社グループの与信管理に関する規程に

従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制とし

ております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク及び発行体

の信用リスクに晒されております。敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取

引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、債権管理に関するグループ規程に基づき、取引先の状況を必要に応じてモニタリング

し、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。

ロ．市場リスクの管理

投資有価証券は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき適時に資金計画を作成・更新することにより流動性リスクを管理してお

ります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

⑤ 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち、特定の大口顧客に対するものはありません。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券(*2) － － －

資産計 － － －

長期借入金 554,048 554,048 －

負債計 554,048 554,048 －

(*１)「現金及び預金」「売掛金」「未払金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*２）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。該当金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 980,498

関係会社株式 0

関係会社出資金 32,836

(注)１. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,605,115 － － －

売掛金 378,097 － － －

合計 3,983,213 － － －

(注)２. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 148,488 88,488 88,488 88,488 88,488 51,608

合計 148,488 88,488 88,488 88,488 88,488 51,608
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（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当ありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 554,048 － 554,048

負債計 － 554,048 － 554,048

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

７．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループの主要な賃貸等不動産として、東京都内において賃貸用オフィスビルを有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価

7,628,542 11,759,981

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）

であります。
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８．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他 合計マーケティン

グ
海外人材 不動産 計

財又はサービスの種類別

WEBマーケティング 3,815,777 － － 3,815,777 － 3,815,777

人材 － 545,844 － 545,844 － 545,844

教育 － 798,657 － 798,657 － 798,657

その他 － － － － 1,200 1,200

顧客との契約から生じる収益 3,815,777 1,344,501 － 5,160,279 1,200 5,161,479

収益認識の時期別

一時点で移転される財又はサー
ビス

1,024,492 832,892 － 1,857,385 － 1,857,385

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

2,791,285 511,609 － 3,302,894 1,200 3,304,094

顧客との契約から生じる収益 3,815,777 1,344,501 － 5,160,279 1,200 5,161,479

その他の収益 － － 465,624 465,624 － 465,624

外部顧客への売上高 3,815,777 1,344,501 465,624 5,625,903 1,200 5,627,103

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
等」の「（４）会計方針に関する事項」の「④ 収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記
を省略しております。

（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

①顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

売掛金 316,312 378,097

契約負債

前受金 461,663 508,717

（注）１．契約負債は主にマーケティング事業の集客メディアの制作・運用の提供に関連して顧客から受領した

分の前受金になります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

２．当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は449,410千円

であります。

②残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残

存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,009円11銭

１株当たり当期純利益 20円07銭

１０．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ．関係会社株式及び関係会社出資金

移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

イ．商品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ロ．仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。
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当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① マーケティング事業

マーケティング事業においては、主にWEBマーケティング事業を行っております。

WEBマーケティング事業においては、主に集客メディア（ポータルメディア等のコンテンツ）の制作・運用を履

行義務として識別しております。

制作に係る履行義務は、当社が制作した集客メディア（ポータルメディア等のコンテンツ）を顧客が検収する

ことにより充足されるため、当該一時点において収益を認識しております。運用に係る履行義務は、顧客との契

約に基づくサービス提供期間にわたって充足されるため、当該期間にわたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受金を

計上しております。

② 海外人材事業

人材事業においては、海外IT人材事業、海外介護人材事業、メディア事業を行っております。

海外IT人材事業においては、日本企業への海外IT人材の紹介や日本語教育等の提供を履行義務として識別して

おります。

人材紹介に係る履行義務は、紹介した学生等の入社等により充足されるため、当該一時点において収益を認識

しております。日本語教育等においては、日本語教育等の受講期間にわたって充足されるため、当該期間にわた

り収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受

金を計上しております。

海外介護人材事業においては、日本の介護施設等への海外介護人材の紹介や日本語教育等の提供を履行義務と

して識別しております。

人材紹介に係る履行義務は、紹介した学生等の入社等により充足されるため、当該一時点において収益を認識

しております。日本語教育等においては、日本語教育等の受講期間にわたって充足されるため、当該期間にわた

り収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受金を

計上しております。

メディア事業においては、主に美容業界に特化した求人を紹介する「美プロ」などの当社運営メディアへの顧

客の求人情報等の掲載を履行義務として識別しております。

メディア掲載に係る履行義務は、顧客の求人情報等の掲載期間にわたって履行義務が充足されるため、当該掲

載期間にわたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受金を

計上しております。

教育事業においては、法人向け語学研修事業、中学高校向けオンライン英会話事業、留学斡旋事業、日本語教

育事業を行っております。

法人向け語学研修事業、中学高校向けオンライン英会話事業においては、研修の実施等を履行義務として識別

しております。

当該履行義務は、顧客の研修の受講により充足されるため、当該一時点において収益を認識しております。
なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受金を

計上しております。
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留学斡旋事業においては、留学手続きの代行及び留学中のサポート等を履行義務として識別しております。

留学手続きの代行に係る履行義務は、顧客が出国することにより充足されるため、当該一時点において収益を

認識しております。留学中のサポートに係る履行義務は、顧客との契約に基づくサポート期間にわたって充足さ

れるため、当該期間にわたり収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受金を

計上しております。

日本語学校における日本語教育事業においては、授業の実施等を履行義務として識別しております。

当該履行義務は、学生等に対する日本語教育等の受講期間にわたって充足されるため、当該期間にわたり収益

を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合には、前受金を

計上しております。

不動産賃貸事業に係る収益については、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 2007年３月30

日)に基づき収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
非上場株式の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当事業年度

投資有価証券
（関係会社株式を除く非上場株式）

980,498

投資有価証券評価損 81,876

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記 非上場株式の評価」に記載しているため、記載を省略してお

ります。

３．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物 636,762千円

土地 2,865,774 〃

計 3,502,537千円

② 担保資産に対応する債務

１年以内返済予定の長期借入金 148,488千円

長期借入金 405,560 〃

計 554,048千円

（２）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

短期金銭債権 12,563千円

短期金銭債務 16,296千円
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４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 営業取引による取引高

売 上 高 70,870千円

営 業 費 用 215,055千円

② 営業取引以外の取引による取引高

そ の 他 収 益 1,653千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末の自己株式の種類及び総数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） － 170,000 － 170,000

変動の事由の概要

2023年８月10日の取締役会決議による自己株式の取得 170,000株

６．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産の発生の主な原因

研究開発費の否認等であります。

（２）繰延税金負債の発生の主な原因

該当事項はありません。

７．関連当事者との取引に関する注記
記載すべき重要な事項はありません。

８．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,013円43銭

１株当たり当期純利益 21円06銭

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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